
第 2 章 評価実施上の 共通原則 
研究開発実施・ 推進主体及び 第三者評価機関は、 研究開発評価を 適切 

に   実施するために、 あ らかじめ評価対象、 評価目的、 評価者の選任、 評 

価 時期、 評価方法及び 評価結果の取扱いをそれぞれ 明確にした評価の 具 

体 的な実施方法を 定めるとともに、 評価実施体制の 充実を図る。 

評価の実施に 当たって、 共通的に踏まえるべき 原則は次のとおりであ 

る。 

] . 評価対象の設定 

評価対象を明確かっ 具体的に設定し、 その内容を被評価者に 事前に周 

知する。 

2, 評価目的の設定 

評価は戦略的な 意思決定を助ける 重要な手段であ り、 それ自体が目的 

ではない。 評価を実施する 場合、 このことを十分認識し、 当該評価を研     

究 開発活動の中でどのように 戦略的に位置づけ、 誰がどのように 活用す 

るかをあ らかじめ明確にした 上で、 評価目的を明確かっ 具体的に設定し 、 

その内容を被評価者に 事前に周知する。 例えば、 研究開発課題の 中間評 

価では「研究開発計画の 進捗度の点検及び 情勢変化に対応した 計画変更 

等の意思決定 ( 中止を含む。 ) 並びにこれに 沿った資源配分に 反映するた 

め」、 研究開発施策の 追跡評価では「当該施策の 実施に よ る産業又は社会 

への影響及び 施策実施上の 間 題 点の把握並びにこれらを 踏まえた新たな 

施策形成への 活用のため」等が 考えられる。 

3. 評価者の選任 
  評価を実施するに 際してほ、 自己評価 ( 注 1) を意図する場合を 除き、 

評価の公正さを 高めるために、 評価実施主体にも 被 評価主体にも 属さな 

ぃ 者を評価者とする 外部評価 ( 注 2) を積極的に活用する。 やむを得ず内 

き 傭平価 ( 注 じとならざるを 得ない場合も、 可能な限り外部の 専門家等の 

意見を聴いて 評価を実施する。 また、 必要に応じて 第三者評価 ( 注 4) を 

活用し、 民問等への委託による 評価の活用も 考慮する。 それらの際、 利 

害 関係の範囲を 明確に定める 等に ょ り、 原則として利害関係者が 評価者 

に加わらないようにする。 なお、 利害関係者がやむを 得ず加わる場合に ， 
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ついてはその 理由を示すとともに、 当該利害関係を 持っ評価者のモラル 

向上や評価の 透明性確保等を 図る。 評価の客観性を 十分に保っため、 例 

えば年齢、 所属機関、 性別等について 配慮して、 評価者を選任するよ う 

努める。 評価者には、 一定の明確な 在任期間を設ける。 
  なお、 国家安全保障上の 理由等のため 機密保持が必要な 場合には、 」 

の限りではない。 

外部評価又は 第三者評価を 行 う 場合には、 評価者は、 原則として当該 

研究開発分野に 精通している 等、 十分な評価能力を 有する外部専門家 ( 注 

5) とし、 評価の質を高めるため、 必要に応じて 評価技術に精通している 

専門家や分野横断的専門家等の 参画を求める。 また、 大規模なプロジェ 

クト及び社会的関心の 高い研究開発課題、 研究開発施策並びに 研究開発 

機関等の評価においては、 研究開発を取り 巻く諸情勢に 関する幅広い 視 

野を評価に取り 入れるために、 外部有識者 ( 注 6) を加えることが 適当で 

あ る。 なお、 研究者等の業績については、 所属する機関の 長が 、 自ら定 

めるルールに 従い評価を実施する。 

また、 研究開発の性格や 目的に応じて 社会・経済のニーズを 適切に評 

価 に反映させるため、 産業界や人文・ 社会科学の人材、 研究開発成果の 

産業化・市場化の 専門家等を積極的に 評価者に加えることが 必要であ る。 

さらに、 国際競争・協調の 観点や研究開発水準の 国際比較等の 観点から 
の評価を行うために、 必要に応じて、 海外の研究者に 評価への参画を 求 

める。 加えて、 独創的で有望な 優れた研究者・ 研究開発を発掘し、 育て 

るといった資質をもつ 優れた評価者を 選任することが 重要であ ることを 

十分認識しなければならない。 

研究者間に新たな 利害関係を生じさせないよう、 評価者に評価内容等 

の 守秘の徹底を 図る。 

( 注 1) 評価の対象となる 研究開発を行 う 研究開発実施・ 推進主体が自 

ら評価者となる 評価をい う 。 

( 注 2) 評価の対象となる 研究開発を行 う 研究開発実施・ 推進主体が評 

価 実施主体となり、 評価実施主体自らが 選任する外部のものが 

評価者となる 評価を いう 。 

( 注り 評価の対象となる 研究開発を行 う 研究開発実施・ 推進主体の内 

部 のものが評価者となる 評価をい う 。 
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( 注 4)  評価の対象となる 研究開発を行 う 研究開発実施・ 推進主体とは 

別の独立した 機関が評価実施主体となる 評価をい う 。 

( 注 5) 評価対象の研究開発分野及びそれに 関連する分野の 専門家で、 評 

価 実施主体にも 被 評価主体にも 属さない者をい う 。 

( 注 6) 評価対象の研究開発分野とは 異なる分野の 専門家その他の 有識 

者であ り、 評価実施主体にも 被 評価主体にも 属さない者をい う 。 

4. 評価時期の設定 

  ・研究開発施策及び 研究開発課題については、 原則として事前評価及び 

事後評価を行 う 。 特に、 事前評価は、 府 劣等として予算要求等実施に 向 

けた意思決定を 行 う 以前に、 可能な限り外部の 専門家や有識者の 意見を 

聴きっ っ 実施する。 5 年以上の期間を 有したり、 研究開発期間の 定めが 

ない場合は、 評価実施主体が、 当該研究開発の 目的、 内容、 性格、 規模 

等を考慮し、 例え ぼ 3 年程度を一つの 目安として定期的に 中間評価を実 

施する。 その場合、 特に成果が短期間で 現われにくい 基礎研究 ( 注 ) 等、 

研究開発の性格等によっては、 性急に成果を 求めるような 評価を行 うこ 

とが適切ではないことに 留意する。 また、 優れた成果が 期待され、 かっ 

研究開発の発展が 見込まれる研究開発課題については、 切れ目なく研究 

開発が継続できる よう に、 研究開発終了前の 適切な時期に 評価を実施す 

ることが必要であ る。 

さらに、 研究開発機関等についでは、 研究開発をめぐる 諸情勢の変化 

に 柔軟に対応しつつ、 常に活発な研究開発が 実施されるよ う 、 評価実施 

主体は、 3 年から 6 年程度の潮間を 一つの目安として、 定期的に評価を 

実施する。 研究者等の業績の 評価については、 研究者等が所属する 機関 

の 長が自ら定めるルールに 従い、 評価を実施する。 

研究開発施策、 研究開発課題等においては、 終了後、 一定の時間を 経 

過してから、 副次的効果を 含め、 研究開発の直接の 成果 ( アウトプット ) 

から生み出された 社会・経済等への 効果 ( アウトカム ) や波及効果 ( インパ 

クト ) を確認することも 有益であ る。 このため、 必要に応じて、 学会にお 

ける評価や実用化の 状況、 研究開発を契機とした 技術革新や社会におけ 

  る 価値の創造、 さらに、 大型研究施設の 開発・建設等の 場合は当該施設 

の稼動，活用状況等を 適時に把握する 等により、 追跡評価を行い、 研究 

開発成果の活用状況等を 把握するとともに、 過去の評価の 妥 ぎ ， 性 ・を検証 
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し 、 関連する研究開発制度等の 見直し等に反映する。 なお、 追跡評価に 

ついては、 その実施状況にかんがみ、 今後、 その一層の定着・ 充実を図 

みこととする。 
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5. 評価方法の設定 
'-'-*  f- 評価実施主体は、 評価における 公正さ、 信頼性、 継続性を確保し、 実 

効 性のあ る評価を実施するため・に、 評価目的や評価対象に 応じて、 あ ら 

かじめ評価方法 ( 評価手法、 評価の観点、 評価項目・評価基準、 評価過程 

等 ) を 明確かっ具体的に 設定し、 被 評価者に対し 周知する。 特に、 当該 評 

価 に当たって 被 評価者に求める 重要な要求事項、 例えば「他国の 先進研 

究 開発との とヒ 較における妥当性」や「目標の 実現可能性やその 達成のた 

めの手段の存在」など、 個別のケースに 応じて具体的かっ 明確に被評価 

者に伝わる よう 配慮する。 

い ) 評価手法 
  

評価については、 評価に先立つ 調査分析法から 評価法そのものに 至 

るまで、 さまざまな手法があ る。 評価の実施に 当たっては、 その対象 

や 時期、 評価の目的や 入手可能な情報の 状況等に応じて、 適切な調査・ 

分析及び評価の 手法を選択する。 その際、 評価における 観点は、 研究 

開発の必要性、 効率性、 有効性など、 多岐にわたるため、 各々の場合 

に適した調査・ 分析法又は評価法を 適切に選択する 必要があ る。 

特に、 成果に係る評価においては、 研究開発には 最終的に優れた 成 

果を生み出していくことが 求められるため、 成果の水準を 示す質を重 

祝 した評価を実施する。 その際、 研究分野ごとの 特性等に配慮しつっ 、 

評価の客観性を 確保する観点から、 具体的な指標・ 数値による評価手 

法を用いるよ う 努める。 例えば、 あ らかじめ設定した 明確な目標 ( 計画 

途上の達成目標及びそれらの 達成時期を含む。 ) の 達成度、 特許等の活 

用状況等に関する 数量的指標、 公表された論文の 質を把握する 客観的 

手法による分析結果を、 評価の参考資料として 活用することができる。 
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ただし、 研究者の自由な 発想に基づく 基礎研究等のように、 定量的な 

評価手法の適用が 困難であ る場合があ ることに留意する 必要があ る。 

、 その場合であ っても、 可能な限り、 客観的な情報・データ 等を活用し 

つつ、 定性的な評価手法を 併用する等の 工夫をする。 

また、 評価の質を高めるためには、 優れた評価者や 場合に応じた 適 

切な評価体制の 選択が重要であ る。 

今後、 評価においては、 その信頼性を 高めるため、 従来にも増して 

評価に先立っ 調査分析を充実させ、 判断の根拠となる 客観的・定量的 

な データを組織的に 収集・分析するなど、 その質の高度化が 求められ 

る。 当面、 現在入手可能な 手法の中から 適切なものを 選択して行 うが、 

今後は、 事前評価や追跡評価における 効果や波及効果等の 社会・経済 

への還元等に 係る評価手法や、 基礎研究についての 定量的又は客観的 

な 評価手法等についても、 それらの開発・ 改良を進める。 

(2) 評価の観点、 

評価は、 「行政機関が 行 う 政策の評価に 関する法律」に 示されてい 

る 政策評価の観点も 踏まえ、 必要性、 効率性、 有効性の観点から 行 う 。 

また、 評価は、 対象となる研究開発の 国際的水準に 照らして行 う 。 さ 

らに、 研究者が、 社会とのかかわりについて 常に高い関心を 持ちなが 

ら 研究開発に取り 組むことが重要であ ることから、 研究開発によって 

は、 人文・社会科学の 視点も評価に 十分に盛り込まれるよ う 留意する 

こと、 評価を通じて 研究開発の前進や 質の向上が図られることが 重要 

であ ることから、 評価が必要以上に 管理的にならないようにすること 

や、 研究者が挑戦した 課題の困難性も 勘案することが 重要であ る。 

また、 特定の研究者への 研究費の過度な 集中を防ぎ、 効果的な研究 

開発の推進を 図るため、 研究代表者及び 研究分担者の エ フォート ( 注 ) 

を 明らかにし、 新規の研究開発課題の 企画立案、 競争的研究資金制度 

における新規課題の 選定等の際に 活用することが 重要であ る。 

( 注 ) 研究専従率をい う 。 研究専従率とは、 研究者が当該研究開発の 

実施に必要とする 時間の配分率 (%/0) 。 研究者の年間の 全仕事時間 

を 100% 。 とする。 
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(4) 柔軟な評価方法の 設定 

研究開発評価は、 その目的、 評価の対象、 評価時期や研究開発の 性 

格 ( 基礎、 応用、 開発、 試験調査等 ( 注 )) に応じて適切な 評価項目、 評 

価 基準、 評価手法の設定を 行 う等 、   柔軟に実施する。 また、 科学技術 

の 急速な進展 や 、 社会や経済の 大きな情勢変化に 応じて、 評価項目や 

評価基準等を 適宜見直すことが 必要であ る。 

特に 、 新しい知の創出が 期待される基礎研究については、 主に独創 

性 、 革新性、 先導性、 発展性等を重視する 必要があ る一方、 その成果 

は必ずしも短期間のうちに 目に見えるような 形で現れてくるとは 限ら 

ず、 長 い 年月を経て予想覚の 発展を導くものも 少なからずあ る。 この 

ため、 画一的・短期的な 視点から性急に 成果を期待するような 評価に 

陥ることのないよう 留意する。 
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また、 成果を比較的見極めやすいと 思われる研究開発であ っても、 

基礎研究、 応用研究、 開発研究等の 各性格が混在する 等、 単純な区分 

が 困難な場合も 多く 、 個々の研究開発の 内容を見極めて、 具体的な評 

価方法を設定する 必要があ る。 

さらに、 短期間で論文、 特許等の形での 業績を上げにくい 研究開発 

分野や試験調査等、 各種の研究開発の 基盤整備的な 役割を担 う ものに 

ついては、 個々の業務の 性格を踏まえた 適切な指標を 用いることに 配 

慮する。 

一方、 研究開発の性格や 進展段階によっては、 研究開発体制や 管理 

運営の適切性、 目標達成に向けたアプローチの 妥当性等を重視した 評 

価 を行 う ことが有益な 場合があ ることも考慮する。 

( 注 )  各種観測調査、 遺伝子資源の 収集・利用、 計量標準の維持、 安 

金性等に関する 試験調査、 技術の普及指導等、 相対的に定型的、 
継続的な業務をい う 。 

(5) 評価に伴う過重な 作業負担の回避 

評価に伴 う 作業負担が過重となり、 本来の研究開発活動のための 時 

間や労力を著しく 費やすことのないように 留意する。 例えば、 複数の 

評価実施主体が 同一の評価対象についてそれぞれ 異なる目的で 評価を 

実施する場合や、 研究開発課題・ 施策・機関といった 階層構造の中で 

複数の評価を 実施するような 場合等において、 評価の重複を 避ける ょ 

ぅ、 既に行われた 評価結果を活用する 等、 互いに十分な 連携を図って 

評価を実施する。 また、 評価目的や評価対象、 評価時期等に 応じて 可 

能 な限り簡略化した 評価を実施する 等、 評価実施主体の 判断により、 

適切な方法を 採用し、 効率的に行 う 。 例えば、 大規模なプロジェクト 

と 短期間又は少額の 研究開発課題では 評価の方法に 差があ るべきであ 

る 。 

なお、 評価方法の簡略化や 変更を行 う 場合は、 評価実施主体は 変更 

の 理由、 基準、 概要等を示す。 

また、 一般に、 研究開発実施・ 推進主体や第姉者評価機関は、 評価 

が 自己目的化しないよう 関係者の意識を 統一すること、 評価に習熟し 

た評価担当者及び 評価者を配置すること、 さらに評価の 質を維持しっ   
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つ 作業負担を軽減できる 評価手法を開発・ 活用することに 努めること 

も有益であ る。 さらに、 各研究開発実施・ 推進主体が、 あ らかじめ 自 

    らの研究開発について 自己点検を行い、 適切な関係資料を 整理してお と く 評価の実施に 当たって評価者側も 可能な限りこのような 資料 

の 活用に努めることは、 外部評価及び 第三者評価を 効果的・効率的に 

活用する上で 有益であ る。 

6. 評価結果の取扱い 

い ) 評価結果の活用 

評価が、 マネ 、 ジメントサイクル ( 注 ) の一環などの 形で戦略的な 意思、 

決定を助ける 機能を十分に 発揮するためには、 あ らかじめ明確に 設定 

された評価目的及び 評価の活用方法に 沿って評価結果が 確実に活用さ 

れる必要があ る。 

研究開発施策、 研究開発課題及び 研究開発機関等の 評価については、 

研究開発実施・ 推進主体は、 評価実施主体が 得た評価結果について、 

それぞれの特性に 応じて予算、 人材等の資源配分への 反映、 研究開発 

の質の向上のための 助言等、 より良い研究開発推進のインセンティブ 

にもなるよさにも 配慮して活用するとともに、 国民に対する 説明責任 

を 果たすためこれらの 活用状況をモニタリンバ し 、 公表する。 評価 結 

果の具体的活用の 例としては、 評価時期別に、 

0  事前評価では、 採択・不採択又は 計画変更、 優れた研究開発体制 

の 構築等、 

0  中間評価では、 進捗度の点検と 目標管理、 継続、 中止、 方向転換、 

運営の改善、 研究開発の質の 向上、 研究者の意欲喚起等、 

O  事後評価では、 計画の目的や 目標の達成・ 未 達成の確認、 研究者 

又は研究代表者の 責任の明確 ィヒ 、 国民への説明、 結果のデータベ 

一ス化や以後の 評価での活用、 次の段階の研究開発の 企画・実施、 

次の政策・施策形成への 活用等、 

0  追跡評価では、 効果や波及効果の 確認、 社会への説明、 次の政策・ 

施策形成への 活用 ( 政策・施策の 目的自体の見直しを 含む。 ) 等 

が 挙げられる。 

また、 研究者等の業績の 評価結果については、 その処遇等に 反映さ 

せる。 具体的な活用の 例としては、 昇格やポスト 登用の審査への 活用、 
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勤勉手当や年俸への 反映、 研究費の追加配分、 自由な研究開発環境な 

どの特典の付与、 研究開発の継続や 次の段階の研究開発の 実施等が挙 
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にわかり易くとりまとめる。 

① 評価対象として、 研究開発 名 、 実施者、 研究開発の概要、 予算等。 
        0  評価目的として、 評価結果の活用を 念頭においた 明確かっ具体的 

な目的。 

0  評価者として、 評価者名簿、 評価者選任の 考え方。 

0  研究開発成果として、 研究開発の成果、 その他の効果又は 波及効 

果。 

0  評価結果として、 評価方法 ( 評価手法、 評価の観点、 評価項目・ 

評価基準、 評価過程等 ) 、 評価者の評価意見、 評価結論。 

評価者の評価に 対する責任を 明確にするために、 評価実施後、 適切 

な 時期に評価者名を 公表する。 また、 競争的研究資金に よ る研究開発 

課題の評価の 場合、   研究者間に新たな 利害関係を生じさせないよう、 

個々の課題に 対する評価者が 特定されないように 配慮することが 必要 

であ る。 

7. 効果的・効率的な 評価システムの 運営 

研究開発評価は、 その実施主体や 評価対象、 評価時期等において 極め 

て多様であ る。 特に、 国費を用いて 実施される研究開発は、 さまざまな 

機関間の階層構造や 機関内の階層構造の 下で重層的に 実施されているこ 

と、 さらに研究開発は 時系列的にも 相互に関連しながら 連続して実施さ 

れていくことから、 それらを全体として 効果的・効率的に 運営して レペ 

必要があ る。 

このため、 研究開発実施・ 推進主体は、 評価システムの 運営に関する 

責任者を定め、 それぞれの主体の 責任の範囲において、 評価の相互連携・ 

活用や評価のための 体制・基盤の 整備等によってその 評価システムの 機 

能や効果を全体として 向上させていくことに 努める。 

い ) 重層構造における 評価の運営 

研究開発は、 それらを実施・ 推進する諸機関の 面からみると、 科学 

技術政策全体を 傭敵する立場の 総合科学技術会議、 具体的な科学技術 

政策等を分野で 分担して実施する 府省 、 さらに 府 省の所管の下にあ っ 

て 研究開発等を 実施する独立行政法人等というとうに、 階層構造の中 

で 行われている。 
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このような評価の 運営を図ることによって、 個別の研究開発や 上位 

の施策等の質が 次第に向上していくような 評価システムの 運営を行う。 

(3) 評価システムのレビュー 

研究開発実施・ 推進主体は、 その評価システムの 運営及び機能の 状 

況を当該機関や 研究開発に応じた 視点から適切な 時期にレビュー し、 

必要に応じて 見直す。 

その際、 必要な視点としては、 例えば、 各階層における 評価が指針 

等に沿って適切に 行われているか、 無駄な評価や 形式に流れた 評価に 

なっていないか、 評価に係わる 関係者の役割分担は 明確かつ適切か 、 

評価実施主体、 評価者及び 被 評価者の間で 十分なコミュニケーション 

がとれているか 等が考えられる。 

8. 評価実施体制の 充実 

前記の ェ ・から 7. を担保するため、 評価実施体制を 充実する。 

研究開発実施・ 推進主体は、 研究開発の特性に 応じて、 質の高い実効 

性のあ る評価が行われるよ う に、 評価実施のための 具体的な仕組みを 定 

め 、 公表する。 また、 評価やこのために 必要な調査・ 分析、 さらには評 

価のために必要な 体制整備等に 要する予算の 確保、 質の高い評価を 実施 

するための人材の 養成・確保等を 通じて、 世界的に高い 水準の評価を 行 

う 体制を整備することが 必要であ る。 その際は、 必要に応じて 研究費の 

一部を評価の 業務に充てることも 考慮する。 

い ) 評価人材の養成・ 確保と評価の 高度化 

研究開発実施・ 推進主体においては、 評価部門を設置し、 その責任 
者を定めるとともに、 国の内外から 若手を含む研究経験のあ る人材を 

適性に応じ配置し、 効果的・効率的な 評価システムの 運営と評価の 高 

度化を推進する 体制を整備する。 なお、 競争的研究資金の 配分機関に 

おいては、 競争的研究資金制度の 適切な運用、 研究開発課題の 評価プ 

ロセスの適切な 管理、 質の高い評価、 優れた研究の 支援、 申請課題の 

質の向上の支援等を 行 う ために、 研究経験のあ る人材を専任のプロバ 

ラムディレクター ( 注 1L 、 プロバラムオフィサ ー ( 注 2) として充てる マ 

ネジメントシステムの 構築を図る。 
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また、 若手を含む評価人材 ( 評価に精通した 個別分野の専門家や 研究 

開発実施・推進機関の 職員、 評価を専門分野とする 研究者等 ) の養成や 

信平価能力の 向上のための 体制整備として、 研修やシンポジウム 等を通 

じた評価技術等の 普及、 評価システム 高度 ィヒ のための調査研究の 実施、 
1-@  f- 評価を実施する 第三者機関の 育成・活用、 評価部門に専門性が 蓄積す 

るような人事制度での 配慮、 評価者の社会的地位向上と 評価に参加す 

ることが評価者個人に 有益となるようなインセンティブの 検討、 評価 

者を評価する 仕組みの整備その 他評価支援体制の 全般的整備に 努め 

る 。 

さらに、 評価者や評価業務に 携わる人材として、 独創的で優れた 研 

先考・研究開発を 見いだし、 育てることのできる 資質を持つ人材を 養 

成 ・確保する よう 努める。 

( 注 1)  競争的研究資金制度と 運用について 統括する研究経歴のあ る 

高い地位の責任者をい       

( 注 2) 各制度の個々のプロバラムや 研究課題の選定、 評価、 フォロ 

一 アップ等の実務を 行 う 研究経歴のあ る責任者をい う 。 

(2) データベースの 整備と効率的な 評価のための 電子システムの 導入 

評価者の選任、 評価者の評価等の 評価業務の効率化、 研究開発の不 

必要な重複の 回避、 効果的・効率的な 研究開発の企画立案等を 図るた 

め 、 各府 省及び関係する 研究開発機関等は 各課題等ごとに 研究目的、 

研究分野、 研究者 ( エ フォー ト を含む。 ) 、 資金 ( 制度、 金額等 ) 、 研究 

開発成果 ( 論文、 特許等 ) 、 評価者、 評価結果 ( 評価意見を含む。 ) 等を 

研究者が自ら 入力すること 等にょり収録したデータベースを 構築。 管 

理するとともに、 総合科学技術会議のイニシアティブにより、 これら 

を同省横断的に 活用できるよ う 、 内閣府が中心となってシステムを 共 

  通化し、 国費を用いて 実施される研究開発の 進展状況等がリアルタイ 

ムかつ継続的に 追跡できる体制を 作る。 

さらに、 審査業務・評価業務を 効率化するため、 申請書の受付、 書 

面 審査、 評価結果の開示等に 電子システムを 導入する。 
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